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タイ民商法典における約定担保の性格と問題点*
西　澤　希久男
はじめに
　事業を行っていく上で、その資金をどのように調達するかは世界共通の重要
な問題である。株式を公開する方法もあるが、それは一部の大きな会社組織に
限定されることとなるし、また緊急に融資が必要な場合には、このような直接
金融は使い勝手が悪い。そこで、銀行等の金融機関から融資を受ける間接金融
が依然として重要なのは言を俟たない。ある国の経済状態の現状や将来を把握
するための一つの要素として、間接金融制度の情報は役立つものと考えられる。
　現在、多くの日系企業が外国に進出しているが、進出先の有力な候補の一つ
としてタイは常に検討されている。日系企業が経済活動を行う際に、当該国の
担保制度の知識は重要となるが、金融機関にとってはなおさらである。今後、
日系の金融機関は、これまでよりも活動範囲を拡大し、タイに進出している日
系企業向けの融資だけでなく、地場の企業への融資も行うことが予想される。
地場への融資が拡大するにつれて、担保制度の重要性も大きくなっていき、当
該制度の理解は今後の活動のためには必須であると考えられる。
　そこで本論文では、タイの担保制度の基本を理解するために、民商事の基本
法である、民商法典に定められている約定担保制度である、抵当（権）、質（権）、
預入売買の性格とその問題点を検討する。
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Ⅰ　タイ民商法典における抵当（権）1）
1 ．タイにおける抵当（権）制度の概要
　タイにおける約定担保において最も重要と言えるのが抵当（権）である。抵
当（権）は、第 3編契約各則の第 7章に定められている。第 1節総則、第 2節
抵当権の範囲、第 3節抵当権者および抵当権設定者の権利および義務、第 4節
抵当目的物の第三者取得者の権利および義務、第 5節抵当権の消滅に分けられ、
全45条で構成されている。以下に、その概要を述べていく。
　タイの民商法典において、抵当（権）は第702条に規定されている。第702条
によると、抵当（権）とは、抵当（権）設定者が、抵当権者に占有を移転する
ことなく、債務弁済のための担保としてある財産を抵当権者のために確保する
契約と定義されている（第 1項）。そして、抵当権者は、抵当目的物の所有者が
第三者に譲渡されたか否かにかかわらず、一般債権者に優先して当該目的物か
ら弁済を受けることができるとする（第 2項）。
　ここで、抵当（権）は、「契約」として定義されているが、これは、抵当（権）
が規定されているのが第 3編の契約各則編であるためであり、後述する質（権）
も同様である。第 2項により一般債権者に先んじて優先弁済権を有することを
定めているため、抵当（権）の公示が必要となる。そこで、第714条は、抵当
（権）設定契約は、書面によってなされ、かつ担当官により登記されなければな
らないと定めた。登記がなされなかった場合、要式を必要とする契約が不備な
場合の効果について定める第152条に基づき無効となる。そのため、抵当（権）
設定契約においては、登記は成立要件となっている。この要式の問題について
は、タイにおける担保の慣行と関連して興味深い論点がいくつかある。まず、
土地証書を債権者に引き渡すことにより、抵当権が設定されるか否かについて
は、設定されないと判断されている（สดุา, 2006: 85, ปญัญา, 2006: 167）。しかし、
土地証書自体を担保として債権者に引き渡した場合、債権者は、債務者から債
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務の履行を受けるまで、かかる土地証書を保有することができる（最判仏暦2510
年1369号 ）。この場合、債務者は履行するまで土地を処分することができない
ので、十分な担保的機能を果たしている。後述するように、タイでは、被担保
債権が消滅時効を迎えても抵当権者は抵当権を実行できる。しかし、土地証書
の占有を移転するのみで担保権を設定した場合にはそのような効果は認められ
ない。そのため、債権者は被担保債権が消滅時効を迎えた以上、もはや土地証
書を占有する権限を有せず、債務者は土地証書の返還を請求することができる
（最判仏暦2522年228号）。また、タイでは一定金額以上の消費貸借契約を締結す
るときは、書面によらなければ執行することができない（第653条）。しかし、
書面作成が要求されているのに、書面を作成することなく、土地証書を担保と
して提供した場合は、被担保債権の執行を望むことができず、そのため、債権
者には土地証書を保有する権利がないと考えられている（最判仏暦2543年1898
号）。
　次に抵当目的物であるが、対象は①不動産（第703条 1 項）、② 5トン以上の
船舶、浮家、交通用動物、その他法律により登録が可能な動産（同条 2項）と
なっている。タイの場合、原則として、土地と建物は同一の不動産となるが（第
139条）、権限を有する者が自己の権利を行使する形で、土地上に建物を建設し
た場合には、建物は、土地の構成部分とはならず、独立の不動産となる（第146
条）。そして、この不動産には、土地または土地に定着する物もしくは土地を構
成する物についての物権を含むとする。
　抵当権によって担保される被担保債権の範囲については、利息、遅延損害金、
執行費用に及ぶ（第715条）。利息に関しては、 5年分までという制限があるが
（第745条）、遅延損害金については請求できる期間の制限はない。
　抵当権の及ぶ目的物の範囲は、目的物に付着するすべての物に及ぶのが原則
である（718条）。例外として、土地に抵当権が設定された場合で、抵当権設定
後に、かかる土地上に建物が建設されたときは、かかる建物に抵当権は及ばな
い（第719条第 1項）。この場合、一括競売は認められている（同条第 2項）。ま
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た、他人の土地上に建設された建物が目的物となっている場合には、かかる建
物が建っている土地には抵当権は及びないし、逆もまたそうである第（720条）。
抵当目的物の果実については、抵当権者が抵当権設定者または譲受人に対して
抵当権執行の意思を表明した後は、抵当権が及ぶ（第721条）。
　抵当権設定後に、抵当権者の了承なく地役権などの物権が設定された場合に
おいて、抵当権がかかる物権に優先し、競売の際にかかる物権の存在が抵当権
を侵害するときは、かかる物権は消滅する（第722条）。この規定自身は、抵当
権設定後に物権が設定されることにより、競売価格の下落を伴い、抵当権者が
損害を被るため、それを防止するためのものである。そうであるとすると、長
期の賃貸借の設定も同様の問題を有する（ชุมพล, 2000: 92）。しかし、賃借権は
物権ではなく債権であるので、この規定が適用されるかどうかが問題となる。
判例は、722条にもとづいて登記の抹消を行うのではなく、債権者取消権（第
237条）により登記の抹消を行わなければならないとした（最判仏暦2507年1005
号。Ibid.）。
　抵当権の執行に関しては、第728条が原則を定めている。それによると、抵当
権者は、抵当権設定者に対して、書面により相当の期間を定めてまず履行請求
をしなければならない。そして、その期間内に履行がなされなかったときに、
抵当権者は裁判所に対して抵当目的物の差押えと競売の命令を請求できる。タ
イの場合、担保権実行には債務名義として判決が要求されるため、執行に時間
がかかることが問題視されていたが、アジア経済危機以後の民事訴訟法典の改
正により、若干迅速化が図られた。しかし、判決を要求するという根本的なと
ころについては変更されておらず、執行手続の迅速化については依然として問
題を有している 。タイの場合、抵当権の実行は、競売だけでなく所有権喪失手
続も可能である。所有権喪失手続は、次の条件を満たさなければならない（第
729条）。まず、第一に、 5年超の利息不払いがあること、第二に、被担保債権
額が、目的物の価額を超過していること、第三に、抵当目的物に他の抵当権や
優先権が設定されていないことである。
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　さらに、抵当目的物の評価額が、被担保債権額よりも少額であったとしても、
債務者は、その差額について責任を負わない（第733条）。これは債務者にとっ
て非常に有利な規定である。債権者としては、この規定を適用することは避け
たいと考えるのが通常であろう。そこで、特約により、733条の適用を除外する
ことができるかが問題となるが、判例はそれを認めている（最判仏暦2532年908
号、最判仏暦2538年1507号） 。
　第 4節では、抵当目的物の第三者取得者の権利および義務が定められている。
第三取得者は、自身が主たる債務者、保証人、またはいずれかの承継人ではな
いかぎり、抵当権を消滅させることができる（第736条）。第三取得者は何時で
も消滅を請求できるが、抵当権者から抵当権実行の意思表示がなされた後は、
その意思表示後 1ヶ月以内に行わなければならない（第737条）。抵当権消滅手
続は、第三取得者の提示額に抵当権者等の優先弁済権を有する者たちがその価
格に合意するか否かによって、その後の手続が異なる。提示額に合意した場合
には、第三取得者は、かかる金額を支払うことにより、抵当権を消滅させるこ
とができる（第741条）。提示額に合意できない場合には、合意できなかった債
権者は、第三取得者からの提案から 1ヶ月以内に、競売命令を発布するように
裁判所に請求しなければならない。その際、競売を請求した債権者は、第三取
得者の提示額以上の価格で、自ら競売に参加するか、または第三者を競売に参
加させなければならない（第739条第 1項第 2号）。日本法の改正前の増加競売
と類似した制度であるが、タイの場合は保証金を供託する必要はない。この競
売への強制参加については、日本では債権者に負担を強いるという問題が指摘
されているが、タイではそのような議論は見られない。
　第 5 節は抵当権の消滅であるが、第744条が 6 つの事由を定めている。それ
は、①消滅時効以外の事由で被担保債権が消滅したとき、②抵当権の放棄、③
物上保証人からの解放、④抵当権消滅請求による消滅、⑤競売、⑥所有権喪失
手続である。日本と比較して特徴的なのは、①の事由である。被担保債権の消
滅であるが、それは弁済、免除、相殺、更改、混同による。ここで日本と異な
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るのは、被担保債権が消滅時効にかかったとしても、抵当権の実行が認められ
ることである。日本の場合、被担保債権が消滅時効にかかった場合は、消滅の
附従性の問題として、抵当権も絶対的に消滅するが、タイの場合は被担保債権
が消滅時効により消滅したとしても、例外的に抵当権は消滅せず、抵当権を実
行することにより、優先的に回収することができる。抵当権の効力が非常に強
いものとなっている。プラヤー・マーン・ナワ・ラーチャ・セーウィーが作成
した資料によれば、第744条作成の際に参照したのは、フランス民法第2180条、
ドイツ民法第1181条、スイス民法第801条、日本民法第396条および第398条であ
る（มานวราชเสวี, 1980: 33）が、ここにあげられていないドイツ民法第223条第 1
項と類似している。この場合において、利息については 5年分に制限される（第
745条）。それでは、抵当権自身は消滅時効にかかるのかいなかという問題があ
るが、抵当権は消滅時効にかからないという判断が裁判所によりなされている
（最判仏暦2509年1414号、最判仏暦2531年2012号）。
　また、いかなる抵当権の消滅も、担当官による登記がなされなければ、第三
者に対抗することはできない（第746条）。この点も、被担保債権の消滅に伴う
抵当権の消滅については、登記なくして第三者に対抗することができるとする
日本法と異なる。
2 ．タイにおける抵当目的物に関する問題
　タイでは、担保制度の中心を不動産抵当権が担っていると言って良いが、依
然として問題を抱えている。本来ならば、土地所有者は複数にわたって抵当権
を設定することが自由にできるが、土地証書を第 1順位抵当権者が占有するた
めに、重ねて抵当権を設定したいと希望する土地所有者は、第 1順位抵当権者
の承諾を取る必要がある。承諾を得ることが容易であるとしても、やはり本来
的には自由に設定できるはずであるのに、他者の介入が前提となっており、使
いにくいと言える。その他、比較法的に興味深い問題点として、建物単独の担
保目的物化の問題がある。しばしば言われるのが、日本のように土地と建物が
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別個独立の不動産とされ、かつ借地上に借地人の資金により建物が建設される
のは独特であると評されるが、タイにおいて、統計は1986年と若干古いが、借
地上に建物を建設する場合が、18％も存在する（Wandeler and Areepan, 1992: 
116）。日本において、建物を単独で担保化することが可能であるが、タイでも
可能である。そこで、以下では建物単独の抵当権設定の問題について、詳述す
る。
⑴　抵当権を設定ができる目的物
　抵当権を設定できる目的物は、既述のように、第703条に規定されている。そ
こでは、大きく二つに分けて規定されている。まず、第 1項において、すべて
の不動産を抵当目的物とすることができるとし、第 2項において、その他抵当
権設定が可能な動産について規定している。まず、第 2項から見ていくと、 5
トン以上の船舶（第 1号）、筏（第 2号）、交通用動物（第 3号）、その他登録が
可能な動産（第 4 号）と規定している。第 2 号に規定されている筏であるが、
これは居住用の筏に限定される（เสนีย์, 1969: 73）。第 3号の交通用動物とは、仏
暦2492年交通用動物法により、登録が義務づけられている動物、または登録可
能な動物を指す。具体的には、象、馬、水牛、騾馬、驢馬である（第 8条）。第
4号のその他法律により登録が可能な動産とは、現時点では、機械登録法、船
舶抵当権および海事優先権に関する法律に基づく物のみが対象となる（สดุา, 2006: 
80）。その他、特別法で、商工業利用のための不動産賃貸借法があり、この法律
に基づいて設定された賃借権は、抵当目的物とすることができる。
　第 1項は、すべての不動産は、抵当権の目的物とすることができると規定す
る。タイ民商法典で不動産を定義しているのは、第139条である。それによる
と、不動産とは、土地および土地の定著物または土地と一体をなす物を意味す
る（第 1項）。そして、また土地、土地の定著物、または土地と一体をなす物に
対する物権も不動産とする（第 2 項）。この定義に基づくと、不動産は、⑴土
地、⑵土地の定著物、⑶土地と一体をなす物、⑷上記 3つの不動産に対する物
権の 4つに分けることができる。⑴の土地については、あまり問題とならない
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が、土地の範囲については、地表面の限られた範囲を指し、その上下には及ば
ない。なぜなら、地表の上下については、民商法典1335条に所有権の及ぶ範囲
として規定されているからである（เสนีย์, 1978: 39）。⑵ の土地の定著物は、多
年生植物、建物、垣根、塀などといったものを指す。植物については、一般的
に 3年超生息するものを指し、それより短いものは、不動産ではなく、動産と
して扱われる（มานิตย์, 2000: 30）。⑶の土地と一体をなす物とは、砂利、石、鉱
石などをさすが、取引において特約があれば、動産として取り扱われる。⑷の
不動産に関する物権については、各不動産において取得・設定できるものが異
なる。土地上には、所有権、占有権、地役権、居住権、用益権、土地負担、抵
当権を取得・設定することができる。土地の定著物には、所有権、占有権、地
役権、居住権、地上権、用益権、土地負担を取得・設定できる。土地と一体を
なす物には、所有権、占有権を取得できる。
　第702条第 1項は、すべての不動産を抵当権の目的物とすることができると規
定するが、土地から独立・別個の不動産であり、かつ登記・登録することが可
能でなければならない。そのため、土地と独立して抵当権を設定することがで
きるのは、建物と物権に限定される。建物の問題については、独立して検討を
するので、ここでは物権についてのみ説明する。不動産に含まれる物権として、
所有権、占有権、地役権、居住権、地上権、用益権、土地負担、抵当権をあげ
たが、まず事実状態を保護する占有権については登記をすることができないの
で、抵当権を設定することは不可能である。抵当権については、複抵当が可能
と判断されている（最判仏暦2504年321-322号）。抵当権の対象とするためには、
譲渡可能性が要求される。そのため、特約により譲渡が禁止されている物権、
または性質上譲渡ができない地役権（第1393条。地役権単独の譲渡は不可能。）、
居住権（第1404条）や土地負担（第1431条。特約により譲渡可能。）には、抵当
権を設定できない。
⑵　建物抵当権の問題
　タイにおいては、土地と建物は、原則として、一つの不動産として取り扱わ
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れる（第139条）。しかし、権限を有する者が自己の権利を行使する形で、土地
上に建物を建設した場合には、建物は、土地の構成部分とはならず、独立の不
動産となる（第146条）。独立の不動産として取り扱うことができるため、土地
と別個に抵当権を設定することができる。また、土地と建物を同一の所有者が
有している場合においても、所有者は土地と建物を分離して、抵当権を設定す
ることができる（ชุมพล, 2000: 68）2）。土地と建物に対して、別個の抵当権を設定
することができるので、日本との比較は有益であると思われ、詳細な検討の必
要がある。
　土地と建物が独立の不動産として扱われ、別個の抵当権が設定される状況で
問題となるのは、やはり買受人が土地の利用権を取得できるか否かという、日
本でも議論された点である。日本の場合は、まず、第一に、土地利用権を従た
る権利として把握し、従物と同様に抵当権の効力が及ぶと考える最高裁判例（最
判昭和40年 5 月 4 日民集19巻 4 号811頁）が出現し、また第二に、借地法第 9条
ノ 3（借地借家法第20条）により、買受人が借地権設定者の承諾を得られない
場合に、その承諾に代わる許可の裁判を求めることができる。これらにより、
建物使用を確保し、建物の担保目的物としての価値を維持した。
　タイの場合について見ると、土地利用権の担保化について議論している、ウ
ォンカセムやカノックポンの論文において問題となっているのは、利用権の譲
渡性についてである。そもそも土地利用権に抵当権が及ぶかどうかについては
議論しておらず、当然のこととして議論を進めているようである。この点につ
いて、判例理論がどのように展開されているかについては、今後の課題とした
い。
　土地利用権の譲渡性の観点から見ると、通常地上権の場合には譲渡性がある
ので、地上権の残存期間内においては、買受人は建物を引き続き利用すること
ができる。ただし、注意を要するのは、タイ民商法典では、譲渡禁止特約を設
定することが可能であり（第1411条）、かかる特約を登記することが可能であ
る。この点、日本の場合、地上権の譲渡禁止特約は、当事者間でのみ有効な債
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権的効力しか持たず、物権的効力を有しないので、タイはこの点で大きく異な
る。譲渡禁止特約が付されている場合には、かかる地上権は譲渡性がなく、買
受人は土地所有者に地上権を対抗することができない。
　賃借権については、通常、譲渡性はない。これは、賃貸目的物を誰が利用す
るかは非常に重要であるため、人的性格の強い契約であると理解されているか
らである。それは、賃貸人の同意なくして、賃借権の譲渡、転貸が行われた場
合、賃貸人は賃貸借契約を解除できることに現れている（タイ第544条、日本第
612条。）。日タイ両国において、賃貸人の同意・承諾が、賃借権の存続に不可欠
である。しかし、賃貸人の同意を得ることができない可能性が存在すれば、建
物の担保的価値はなくなる。この問題については、日本は借地借家法第20条に
より、借地権設定者からの承諾が得られない場合において、その承諾に代わる
許可の裁判を申し立てることができるとして、手当がなされている。しかし、
タイの場合には、そのような立法的対応はなされていない。その上、第544条の
存在を理由として、賃借権の相続を認めていない3）ように、人的性格がより強
調されており、かたくなに賃貸人の同意・承諾を求めている。金融機関は、不
動産賃借権の財産的価値を高く評価し、担保化を図りたいと希望するが、賃借
人の同意・承諾にかかるため、不動産賃借権は確実な担保目的物とは言えない
4）。建物抵当権についていえば、土地賃借権の確実な取得が建物の担保目的物
としての価値を左右する。事前・事後における賃貸人の同意がなければ、土地
賃借権を対抗できないとすれば、建物の担保目的物としての価値は低くならざ
るを得ない。担保目的物として大きな可能性を有する建物であるが、現在のタ
イでは確実な担保手段となっていない。
Ⅱ　タイにおける質（権）
1 　タイにおける質（権）の概要
　つぎに質（権）についてであるが、第 1節一般規則（第747条～第757条）、第
 11
タイ民商法典における約定担保の性格と問題点（西澤）
2 節質権者および質権設定者の権利および義務（第758条～763条）、第 3節質権
の執行（第764条～第768条）、第 4節質権の消滅（第769条）の全23条の規定に
より構成されている。
　第747条が質（権）について定義している。それによると、質（権）とは、質
権設定者が、債務弁済の担保として動産を質権者に引き渡す契約とする。この
定義の条文により、対象は明確に動産に限定されており、タイでは不動産質は
存在しない。また、質（権）の目的物の引渡しが要件となっている。第747条の
規定では、質権者への引渡しとなっているが、両当事者の合意により、第三者
への引渡しも可能となっている（第749条）。
　質（権）によって担保される債権の範囲であるが、利息（第748条第 1 号）、
遅延損害金（同条第 2号）、執行手数料（同条第 3号）、質物の保存費用（同条
第 4 号）、質物に隠れたる瑕疵により発生した損害（同条第 5 号）となってい
る。抵当権より及ぶ範囲が拡大されている。また、利息に関しても、抵当（権）
については、 5年に限定されているが、質（権）においては、そのような限定
はない。一般的に言われるように、質（権）の場合は同時に成立することがな
いために、他の利益を考慮する必要がないからである。
　権利質については、証券的債権質（750条から752条）と社債・株式質（753
条）について規定されている。
　つぎに、当事者の権利義務についてであるが、まず質権者は全額の弁済がな
されるまでは質物を留置できる、不可分性について規定がされている（第758
条）。その留置については、質権設定者は通常人が自己の物を保存するのと同一
に注意義務をもって行われなければならない（第759条）。質物の利用について、
質権者が質権設定者からの許諾なく、自己使用または第三者の利用に供した場
合、発生した損害については、不可抗力にかかわりなく、質権者は責任を有す
る（第760条）。また、法定果実が発生する場合において、利息支払いが必要な
場合には、利息に充当し、利息支払いが不要な場合には、元本に充当する（第
761条）。保管費用については、特別の定めがない限り、質権設定者が負担する
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（第762条）。
　つぎに質権の執行であるが、質権者は、書面により相当の期間を定めて債務
の履行をすることを催告しなければならない。定められた期間内に債務者が債
務を履行できなかったときは、質権者は、競売により質権目的物を売却するこ
とができる。その際、質権者は、競売の場所と日時を書面により質権設定者に
通知しなければならない（764条）。質権の執行の場合は、裁判所の判決を要し
ないところで、抵当（権）と大きく異なっている。また、目的物の評価額が被
担保債権額よりも多額であった場合、質権設定者に差額を返還しなければなら
ない（第767条第 1項）とし、被担保債権額よりも少額であったと場合、債務者
は、その差額について責任を負う（同条第 2項）としている。この点について
も抵当権とは異なっている。
　最後に質（権）の消滅事由は、時効以外の原因により被担保債権が消滅した
場合（第769条第 1号）、および質物の占有が質権設定者に戻った場合（同第 2
号）となっている。
2 ．タイにおける質権目的物に関する問題
　これまで見てきたように、質（権）の場合、質権者が質物を留置しなければ
ならない。これは日本でも言われているように、事業運営上に必要な動産に質
権を設定することができないという問題を有している。この占有移転の問題に
ついて、ティーダーは最高裁判例を 2つに分類している（ธดิา 2004, 25）。それ
によると、第 1のものは、一度も質物の占有移転が行われていない場合である。
第 2のものは、一旦質権者に質物の占有の移転が行われているが、その後合意
により、その占有が質権設定者に戻っている場合である。いずれの場合におい
ても、タイの裁判所は、民商法典の規定に従い、質権設定者のもとに占有が存
する場合の質権は発生しない、または発生したとしても消滅すると考えている。
ティーダー自身はこの質権の問題を重視し、所有権移転型の動産譲渡担保が解
釈的に認められないか検討しているが、譲渡担保目的物が第三者に譲渡された
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場合の譲渡担保設定者の保護を立法によって解決するという提案を同時に行っ
ており（ธดิา 2004, 92）、解釈により解決を図るという目的は貫徹できていない。
また、裁判所自身は既存の考え方を変更しておらず、質権設定者に占有が存続
する形態は認めていない。
　このような状況下においては、生産手段に関係しない高額の価値を有する動
産を目的物にする必要がある。通常、そこで想定されるのは債権である。すで
に見てきたように、タイの民商法典において債権（権利）質の規定は存在する。
それは、証券的債権および株式または社債への質権設定である。しかしながら、
指名債権の質権設定についての方法が民商法典には定められていない。方法が
定められていない指名債権への質権設定が可能かどうかが、問題となっている。
そして裁判の対象としては、預金債権について、預金通帳を債権者に交付する
ことにより、民商法典において質権が設定できるか否かである。
　預金債権上の質権については、若干の時間的なずれはあるが、大きく見ると
肯定から否定に動いている。質権設定の方法としては、預金証書または通帳を
債権者に交付する方法により行われる。最高裁判所の当初の考え方では、金融
機関への返還請求権上に質権は成立する（最判仏暦2527年330号、仏暦2530年
3599号）としたが、これらの判断以降否定的な見解に代わった。その否定的な
見解を導くための理由は 2つある。まず一つ目は、金融機関に預けた金銭の所
有権は金融機関にあり、質権の設定はできない（最判仏暦2522年2611号、仏暦
2536年450号）というものである、もう一つは、交付された預金通帳は証拠の性
質を有しているのみであり、権利を化体しているのではないので、第750条が定
める証券にあたらないとする（最判仏暦2532年4099号、仏暦2534年5478号、仏
暦2545年3293号）という判断である。民商法典に指名債権への質権設定方法に
ついての規定がないため、ほかの規定に基づくことができるかを検討している
が、最終的には関連規定に該当しないという結論により、質権設定を否定して
いる5）。
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Ⅲ　タイ民商法典における預入売買
1 ．預入売買制度の概要
　民商法典に定められている契約の中で、約定担保の機能を有するものとして、
預入売買（ขายฝาก）を挙げることができる。この預入売買は、タイの伝統法で
ある三印法典において認められていた制度である。その際には、主に売買目的
物が人であった。以前の東南アジアは、人口密度が非常に小さく、土地は有り
余っている状態であった。そのような状況の社会では、貴重な財産は、余剰の
土地を活用するための労働力といえる。そこには、象や馬、牛も入るが、人間
も重要な労働力である。そのため、労働力として価値を有する人間が担保目的
となったのである。人間を担保目的の対象とすることを容認する制度は、1905
年に廃止された6）。土地を対象とする預入売買も存在したが、その役割が増大
したのは、土地価格が上昇した19世紀後半からである。急激な土地価格の上昇
は、担保目的物としての土地の意義を増大させたため、その要望に対応するた
めに、いくつかの単行法により預入売買は規制された。そして、預入売買は、
新たに制定された民商法典においても引き続き採用された。
　さて、民商法典における預入売買は、第 3編契約各則第 1章売買第 3節各種
売買契約の第 1 項として規定されている。第491条に預入売買の定義規定があ
る。それによると、預入売買とは、売主が財産を買戻すことができるとする合
意とともに、当該財産の所有権を買主に移転する売買契約とする。買戻しの期
間であるが、売却財産が不動産の場合は、最長10年間であり、動産の場合は最
長 3年間である（第494条）。この期間以上の期間を合意した場合には、10年ま
たは 3年に縮減される（第495条）。
　買戻金額についてであるが、買戻金額に関する合意がない場合には、当初契
約の売却価格により買戻しが可能である（第499条第 1項）。この規定から明ら
かなように、日本の買戻しとは異なり、買戻金額を新たに合意することができ、
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日本のものと比較すれば使用しやすい制度である。合意された買戻価格が、売
約価格より高く、かつ超過額が年利15％を超える場合には、買戻金額は年利15
％に縮減された額および売却価格の合計額となる（同条第 2項）。
　買戻権者は、売主またはその相続人（第497条第 1号）、買戻権の譲受人（同
条第 2号）、その他、契約において定められた者（同条第 3号）である。買戻権
を行使する相手方は、買主またはその相続人（第498条第 1号）、当該目的物ま
たは目的物上に設定された権利の譲受人（同条第 2号本文）である。目的物が
動産の場合においては、かかる財産が買戻しの対象となっていることを取引の
段階で譲受人が悪意であった場合にのみ行使できる（同ただし書き）。
2 ．預入売買制度の問題点
　預入売買は、売買の部分に規定されている上に、また所有権が移転すること
を受けて、担保的機能を有するとの認識は存在するが、売買契約の一種と言う
ことに重きが置かれている（ไพจติร 2005、5‒7）。そのため、当事者間での価格
決定は自由であるから、買戻価格の多寡についての議論はあまり行われていな
かった。しかしながら、タイにおいては既述のように、日本とは異なり買戻価
格を合意できるため、買戻価格を高額に設定することにより、民商法典第654条
に定められている上限利息である15％を回避することができた。また、買戻価
格の高額化は、買戻を実質的に不可能にすることにつながるため、債権者によ
る土地の集積につながった。そこで、高額化の問題を解決するために、1998年
に第499条第 2項を追加し、原価格と比較した超過分が年利計算して15％を超え
ている場合には、その超過分を15％にまで縮減することとなった。これにより、
利息制限を回避する問題は解決することとなったが、実勢価格と買戻価格の間
に大きな差異がある場合における債権者が受け取ることができる暴利について
の問題は潜在的に存在するのであるが、この問題は解決されないままであった。
　しかし、現在においては、預入売買はあまり利用されていない。上記改正が
行われた上に、土地を対象とする場合には、登記を行わなければならないが、
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その手数料が抵当（権）の 2 倍となるため、手数料の点を考慮すると、抵当
（権）の利用が選択されるようになってきている。また、登記業務を担当してい
る内務省土地局において、価格が正当ではない場合には、当事者、とくに売主
＝債務者に再考を促すことを窓口業務で行っており、この活動が功を奏してい
る。
おわりに
　これまで見てきたように、タイの民商法典においては、約定担保として抵当
（権）、預入売買、質（権）が存在するが、現時点においては、担保目的物とし
て有用なのは土地に限定されているといってよく、土地を対象とする担保制度
においても、土地を対象とする預入売買は買戻価格の制限および土地局の活動
の成果により、以前のように利用さておらず、タイの担保制度においては抵当
（権）が中心的な役割を有している。担保目的物が土地を中心とした不動産に限
定されるのは、不動産資産を有しない起業家が融資を受けることを困難にする
ことを意味する。経済活動の振興において担保制度の多様化は必要なことと考
えられるが、タイにおいては日本とは異なり裁判所による解釈の幅は非常に狭
いものであり、ある意味将来の予測が非常につきやすい。現在の状況では、新
規の立法がどうしても必要となる。これは、何も担保制度に限定されたもので
はなく、その他の分野においても同様である。タイの場合、立法に対する逡巡
が少ないため、日本と比較すれば立法までにかかる時間は少ないが、やはり時
間がかかってしまう。さらに、政治的対立が激しい状況下においては、国会が
機能せず、法案として提出されていたとしても、国会の解散により、廃案の憂
き目に遭う重要法案は非常に多い。このような政治的空白に対応するためにも、
裁判所による解釈の変容が求められているのではないかと思われる。
＊ 本研究は、JSPS科研費18730014、21730013の助成を受けたものです。
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注
1 ） 当該部分の記述は、西澤（2007b）に全面的に拠っている。
2） タイの場合には法定地上権の制度はなく、分離設定して買受人が異なったときの対処が
問題となるが、そのことについての議論はほとんどなされていない。若干議論しているも
のとして、กนกพร（1995: 110-111）がある。
3） タイにおける賃貸借契約の性質については、田坂・西澤（2003: 243-260）頁を参照。
4） 金融機関による不動産賃借権の担保化について、วงศ์เกษม（1989）が詳しく論じている。
5） ปิตกิลุ （2006, 315）は、指名債権譲渡の方法により質権設定が行える旨の提案をしていた
が、現在は、最新版の ปิตกิลุ （2012）ではその方法についての記述がなくなっており、解釈
による質権設定を提唱する研究者は管見の限り存在しない。
6） 人間を担保目的とする制度の詳細については、西澤（2007）を参照。
